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●水道の基盤強化に向けて

（１）上水道と簡易水道の事業統合
⇒ 簡易水道統合整備計画による事業統合（ハード統合・ソフト統合）
【Ｈ29年３月末日が推進期限（特例あり）】が未達成の場合、水道
施設の管理体制の効率化・強化、水道料金体系の統一による料金負
担の均てん化、水道事業の広域化等の鈍化が懸念される。

（２）水道料金の適正化
（水道施設の更新需要等に考慮した料金設定、料金統一等）
⇒ 水道料金が水の供給の対価として適正な原価に照らした公正妥当
な料金体系になっていない場合は、水道の需要者相互の間の負担の
公平性、水利用の合理性、水道事業の安定性を勘案し設定する必要
がある。

※上記については、愛媛県水道事業経営健全化検討会（令和元年８月）の検討
結果等において、市町でも懸念されている。



（１）水道事業ビジョン（策定・更新）
長期的視点を踏まえた戦略的な水道事業の計画立案の必要性、給水区域の
住民に対して事業の安定性や持続性を示すためのマスタープラン

（２）アセットマネジメント（精度の高い型への移行）
《水道サービスの持続》
給水人口や給水利用が減少した状況においても、健全かつ安定的な事業運
営が可能な水道を目指す
⇒ アセットマネジメントを通じた計画的な施設の更新と水道料金収入
の確保は、広域化の検討に重要

（３）水安全計画（策定・更新）
《安全な水道》
全ての県民が、いつでもどこでも、水をおいしく飲める水道を目指す
⇒ 水源から蛇口までのあらゆる過程において、水道水の水質に悪影響
を及ぼす可能性のある全ての要因（危害）を分析し、管理対応する方
法をあらかじめ定めるリスクマネジメント手法。生活圏域又は水系単
位で情報共有等のネットワーク強化により、水道水の安全性をより広
域的に確実なものにすることが可能



（４）耐震化計画（策定・更新）
《強靭な水道》
自然災害等による被災を最小限度にとどめ、被災した場合であっても迅速
に普及できるしなやかな水道を目指す
⇒ 水道施設の耐震診断を踏まえ、施設の重要度や整備の優先度に基づ
いた耐震化計画の策定が必要。主要施設及び基幹管路に対し、更新時
期や更新費用を考慮して優先順位を設定することは、広域化の検討に
重要

（５）危機管理対策マニュアル（策定・更新）
地震対策、風水害対策、水質汚染事故対策、クリプトスポリジウム対策、
施設事故対策、停電対策、管路事故対策、給水装置凍結事故対策、テロ対
策、渇水対策、災害時相互応援協定対策、情報セキュリティ対策、新型イ
ンフルエンザ対策等について、広域的（迅速性・的確性が損なわれない程
度）な応援体制の構築等を検討し、突発的な事故への対応強化が必要

（６）水道施設台帳（策定・更新）
広域連携や官民連携等のための基礎資料として、また大規模災害時等の危
機管理体制の強化を図る上からも重要
※ 水道施設台帳の作成・保管義務については、令和４年9月30日まで
は適用されない。

（７）収支の見通し（作成・更新）
公表に当たっては、住民等に対して将来像を明らかにし、その際、施設の
計画的な更新及び耐震化等の進捗、料金との関係性を提示することが必要



「水道基盤強化計画」作成の手引き（厚生労働省）による広域連携の形態
①事業統合
②経営の一体化
③管理の一体化（水質管理、施設の維持管理又は事務の共同実施や共同

委託、会計システムの共同化等）
④施設の共同化（浄水場、配水池、水質検査施設の共有又は共同設置）
⑤地方自治法第252条の16の２に規定する事務の代替執行又は技術的支援
⑥人事交流 等

各市町等（水道事業者等）は、
①地域の実情に応じて最適な形態を選択
②取組可能で実現性のある広域連携項目を抽出

（例_技術・ノウハウ・人材等を提供して相乗効果が期待できる
連携項目、低リスク＆メリット感を相互に享受できる連携項目等）

③近隣の市町等（水道事業者等）の間で連携項目を共有化・目標化
⇒ 水道基盤強化計画の「連携等推進対象区域」の設定を見極め

● 連携等推進対象区域として、例えば生活経済圏(宇摩、新居浜・西条、今治、松山、八幡浜・大洲、宇和

島)が考えられる。（生活経済圏とは、日常生活や経済活動の各場面において県民が基礎的なサービスを受けら

れる圏域であり、かつ広域的な施策展開や施設整備においても市町が連携・協力を行うなど、地域とし

ての一体性があり、発展方向を共有できる圏域【愛媛県総合政策課「生活経済圏の整備」より】）



≪留意点≫

（１）水道広域化推進プランでは、今後の広域化の推進方針、広域化に向けた当面の具体的取組の内容
及びスケジュールが明記されるが、水道基盤強化計画の期間が「15年以上」とすることが望ましい
とされていることから、慎重に設定されることが重要である。

⇒ 例えば、各市町（水道事業者）が前述の最重点・重点課題をクリアできる年度を想定し
「開始年度（Ｎ年度）」を設定するなどの配慮が必要

（２）水道基盤強化計画の策定は、水道広域化推進プランに明記された当面の具体的取組の進捗状況及
び結果を検証し進める（実行性の確認）。

（３）水道基盤強化計画の策定に当たっては、将来にわたり持続可能な水道事業を運営することを踏ま
え、職員の確保や経営面でのメリット、施設の統廃合・共用化などにつながる広域連携の手法を活
用することが望ましいとされている。

「水道基盤強化計画」作成の手引きより

スケジュール例
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出典：厚生労働省水道課

日本水道協会ホームページより

出典：厚生労働省水道課



総務省「旧簡易水道事業等の経営に関する研究会」報告書（令和２年１２月）より



総務省「旧簡易水道事業等に係る現状と課題」（令和２年２月）より



【総務省】

旧簡易水道事業等における経営状
況の分析について（令和２年１０月）



愛媛県内の
水道料金改定率
△5.0％～20.0％で、
水道事業体間でか
なりのばらつきがあ
る。
※水道料金改定率：
新料金で計算した
場合、現行料金に
比べ料金収入全体
でどれだけ増加する
かの指標



●愛媛県【基幹管路】
策定済５、策定中７、検討中８

●愛媛県【水道施設】
策定済７、策定中５、検討中８






